
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
長野県 宮田村
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[122,573円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.5]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [9.13人]
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公債費負担の状況
実質公債費比率 [17.6%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [139.8%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

宮田村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
◇財政力（財政力指数）
　リーマンショック以降の景気動向の悪化により、個人・法人住民税を中心に村税収入が落ち込んだが、財政力指
数は類似団体、全国、県市町村平均を上回る０．５９となっている。今後も景気回復が見込めないことから、法人・個
人住民税とも更に落ち込むことが予想される。引き続き適正課税と税・使用料など一体的な収納対策に努める。ま
た、その他一般財源の確保に努める。

◇財政構造の弾力性（経常収支比率）
　一般的に８０％を越えると財政構造の弾力性がなくなり危険な状況と言われている。全国・県市町村平均を下回っ
ているものの、類似団体平均を０．２％上回っている。
　人件費は横ばい、公債費は平成１９年度からの繰上償還や償還ピークを超え減少に転じている。歳入面では、個
人・法人住民税を中心に村税収入が減少したものの、普通交付税、臨時財政対策債の増額により、経常収支比率
は前年と比べ改善された。今後、公債費が減少していく見込であり、あわせて集中改革プランによる人件費の抑
制、扶助費などの経常的経費の削減を図ることにより改善に努めていく。

◇人件費・物件費等の状況
　人件費については、類似団体平均を０．２ポイント上回る２４．８％と高く、物件費は逆に類似団体平均を０．４ポイ
ント下回る１０．０％となっている。また、人件費に準ずる費用分析では、類似団体平均を下回る状況となっている。
引き続き物件費については歳出削減に努める。人件費についても、人事考課制度の実施により、適正な給与体系
の確立を図っていく。

◇給与水準（ラスパイレス指数）
　類似団体・全国町村平均をともに上回る９７．５となっており、２０年度対比でも１．２ポイント上昇している。これは、
階層変動により０．９、在職者調整（昇給）により０．１、昇給抑制（現給保障）により０．２となっていることが要因と考
えている。
　人事考課制度の実施により、年功序列的な給与体系から業務実績に見合った給与体系への転換を進めるなど適
正な給与体系を確立していく。

◇将来負担の状況（将来負担比率）
　将来負担比率１３９．８％は類似団体平均のほぼ２倍であり、全国町村平均、県市町村平均を大きく上回ってい
る。
　要因については、平成５～１０年度にかけ村民会館をはじめとする村施設の建設、平成１９年度からの小中学校
耐震工事など行っており、償還のピークは超えたとはいえ起債残高が多額であること。全村の下水道事業が完了
し、下水道事業債繰入見込額が多額であること。第三セクター・土地開発公社に対する損失補償・債務保証を抱え
ていること。財政調整基金など基金残高が少ないこと。などが考えられる。
　今後、施設の建設など特別大きな事業を取り組む予定がないことから起債残高については、減少をしていく見込
である。また、第三セクターなどに対する債務・損失補償についても、借入に対する償還を計画的に行っていること
から、徐々にではあるが減少していくものと見込んでいる。
　基金については、基金からの繰入を見込んだ予算の編成を数年行ってきたが、実質的な繰入は繰上償還による
ものだけに抑えてきた。今後、景気動向の悪化による税収等の落ち込みは懸念材料ではあるが、歳出を必用最小
限に抑えることにより、基金への積立についても計画的に行っていきたいと考えている。

◇公債費負担の状況（実質公債費比率）
　実質公債費比率については、１７．６％と前年度と比較し改善することができたが、類似団体、全国、県平均と比べ
高い水準となっている。
　小中学校耐震工事及び下水道事業の集中的な実施などにより起債残高が多いこと、下水道事業に係る企業債に
対する繰入見込額が多いことが主な要因と考えている。
　実質公債費比率については、起債償還のピークを越えたこともあり、今後は起債残高が減少していくことから、
徐々に下がっていくものと見込んでいる。
　一部事務組合等に対する負担金の増加など懸念する点もあるが、引き続き起債借入に対し厳選・抑制に努めると
ともに、繰上償還についても検討するなど実質公債費比率の引き下げに努める。

◇定員管理の状況
　人口１，０００人当たりの職員数は、類似団体平均を２．４５人下回る９．１３人となっている。
　平成１６年度以降徐々に減少してきており、集中改革プランの成果と考えている。計画的な職員採用、民間委託の
推進、指定管理者制度の拡大など今後も引き続き適正な定員管理に努めていく。
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